
  

聖籠町告示第４３号  

聖籠町高齢者等ごみ出し支援事業実施要綱を次のように定める。  

令和２年３月３１日  

                   聖籠町長 西脇 道夫  

   聖籠町高齢者等ごみ出し支援事業実施要綱  

（目的）  

第１条 この告示は、日常生活に伴い家庭から排出される一般廃棄物

を、自らごみステーションまで搬出することが困難な高齢者や障害

者（以下「高齢者等」という。）のみの世帯に対し、ごみを戸別収集

する事業（以下「ごみ出し支援事業」という。）を実施することによ

り、日常生活の負担を軽減し、もって高齢者等の福祉の増進に資す

ることを目的とする。  

 （定義）  

第２条 この告示において使用する用語は、次に掲げるもののほか、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

で使用する用語の例による。  

（１） 高齢者 ６５歳以上の者で、介護保険法（平成９年法律第１

２３号）に規定する要支援又は要介護の認定を受けている者を

いう。  

（２）  障害者  身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福

祉手帳のいずれかを所持している者をいう。  

（３） ごみ 町長が別に定めるごみの分別方法に従い分別された、

燃やせるごみ、燃えないごみ、プラスチック、ペットボトル、

紙パック、缶、びん及び古紙をいう。  

 （対象世帯）  

第３条 ごみ出し支援事業を利用できる世帯は、町内に住所を有し、

かつ、居住している者で構成する次の各号のいずれかに該当する世

帯のうち、自らごみをごみステーションまで搬出することが困難で

あり、他の者からごみ出しの協力を得ることができない世帯とする。 

（１） ひとり暮らしの高齢者又は高齢者のみで構成される世帯  



  

（２） ひとり暮らしの障害者又は障害者のみで構成される世帯  

 （３） 高齢者及び障害者のみで構成される世帯  

（４） その他町長が必要と認める世帯  

 （申請手続）  

第４条 ごみ出し支援事業の利用の申込みをしようとする世帯の世帯

主（以下「申請者」という。）は、聖籠町高齢者等ごみ出し支援事業

利用申請書（別記様式第１号）に関係書類を添えて町長に提出しな

ければならない。  

 （調査及び決定等）  

第５条 町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、速

やかに当該申請に係る世帯の状況等を調査し、利用の可否を決定す

るとともに、聖籠町高齢者等ごみ出し支援事業利用決定通知書（別

記様式第２号）により申請者に通知しなければならない。  

 （収集方法等）  

第６条 前条の規定により利用可の決定を受けた者の世帯（以下「利

用世帯」という。）は、あらかじめ町長が指定する利用世帯の家屋外

の場所にごみを排出するものとする。  

２ 町長は、前項の規定により利用世帯が排出したごみを、決められ

た日に収集するものとする。  

３ ごみの収集を行う職員等は、利用世帯の家屋内に立ち入って収集

してはならない。  

４ ごみの収集回数は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１） 可燃ごみ 週１回  

 （２） 不燃ごみ 月１回  

 （３） 資源ごみ 月１回  

５ 前項の規定にかかわらず、町長が必要と認めるときは、ごみの収

集回数を変更することができる。  

６ 町長は、ごみの排出場所について、利用世帯と協議のうえ変更す

ることができるものとする。  

 （安否確認）  



  

第７条 町長は、安否確認を希望した利用世帯のごみの収集時に、利

用世帯の指定する方法により安否確認を行うものとする。  

２ 町長は、前項の場合において利用世帯の安否確認ができなかった

ときは、利用世帯が指定する緊急連絡先に連絡するものとする。  

 （利用の中止、一時停止及び再開）  

第８条 利用世帯の世帯主は、次の各号のいずれかに該当するときは、

聖籠町高齢者等ごみ出し支援事業利用変更届（別記様式第３号。以

下「利用変更届」という。）により、町長に届け出なければならない。  

 （１） 第３条に規定する対象世帯に該当しなくなったとき。  

 （２） ごみ出し支援事業の利用を中止しようとするとき。  

 （３） 入院その他の理由により一時的にごみ出し支援事業の利用

を停止しようとするとき。  

２ 町長は、前項の規定により、同項第１号又は第２号に該当する旨  

 の届出があったときは当該届出に係る利用世帯に対するごみ出し支

援事業の実施を中止し、同項第３号に該当する旨の届出があったと

きは当該届出に係る利用世帯に対するごみ出し支援事業の実施を一

時停止するものとする。  

３ 第１項の規定により、同項第３号に該当する旨の届出をした利用

世帯の世帯主は、ごみ出し支援事業の利用を一時停止する事由がな

くなったときは、利用変更届により、町長に届け出なければならな

い。  

４ 町長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る

利用世帯に対するごみ出し支援事業を再開するものとする。  

 （利用の決定の取消し）  

第９条 町長は、利用世帯の世帯主又は世帯員が次の各号のいずれか

に該当したときは、ごみ出し支援事業の利用の決定を取り消すこと

ができる。  

（１）  偽りその他不正の手段によりごみ出し支援事業の利用の決

定を受けたとき。  

（２） 前条第１項に規定する届出がないまま、長期（おおむね２週



  

間以上の期間をいう。）不在の状況になったとき。  

（３）  前２号に掲げる場合のほか、ごみ出し支援事業の実施に支

障があると認められるとき。  

 （委任）  

第１０条 この告示に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事

項は、町長が別に定める。  

附 則  

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。  



  

 

 

 

 



  

 

 

 

 



  

 

 

 

 



  

 


